
様
（令和７年に会員になられました)

山村運輸機工業株式会社様は、東京都板橋区にてフォークリフトやショベルロー
ダー等の特殊車両を、お客様が安全、快適にご使用いただけるようサポートする整
備工場を運営されていらっしゃいます。

1953年の設立以来、積み重ねた経験と技術力を活かしてお客様に満足していた
だけるサービスを心掛けられ、点検・メンテナンスの他、法定点検対応、中古車販
売、レンタル等、幅広く対応されています。

フォークリフトやショベルローダー等の
特殊車両での法定点検・修理等でお悩み事
がございましたら是非ご相談下さいませ。

山村運輸機工業株式会社様は、この4月
より新宿の兵賀事務所様から、当協会へ
移行契約されたお会社で、今回新たに理事
に就任頂くお会社となります。

会社URL: https://www.yamamura-sf.co.jp/

社会保険労務士法人みさき 東京労働福祉協会
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育児休業等給付について

育児休業等給付として、子
の年齢や養育の状況に応じて、
要件を満たす場合に出生時育
児休業給付金、育児休業給付
金、出生後休業支援給付金、
育児時短就業給付金が支給さ
れます。出生後休業支援給付
金、育児時短就業給付金は、
こども未来戦略（※）に基づ
き、令和７年４月１日に創設
されました。
詳細は⇒ こども未来戦略HP

URL:https://www.cfa.go.jp/reso
urces/strategy
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７月は、「算定基礎届」の提出が必要です。社会保険に加入されている役員、従業員の
方の、「４、５、６月の支払い済み賃金総額（時間外、手当、交通費等含む）」を、当方
まで遅滞なく送付くださるようお願いいたします。

また、6月賞与がおありになるお会社は、賞与支給額もお知らせください。

協会よりご連絡

育児・介護休業法改正令（和7年4月1日から段階的に施行）再掲

男女とも仕事と育児・介護を両立できるように、育児期の柔軟な働き方を実現す
るために措置の拡充や介護離職帽子のための雇用環境整備、個別通知・意向確認の
義務化などの改正が行われます。

令和7年4月1日から施行されているのは、以下の１）～９）となります。

１）子の介護等休暇の見直し
２）所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大
３）短時間勤務制度（3歳未満）の代替措置にテレワーク追加
４）育児のためのテレワーク導入（努力義務）

５）育児休業所得状況の公表義務適用拡大
６）介護休暇を所得できる労働者の要件緩和
７）介護離職防止のための雇用環境整備
８）介護離職防止のための個別の周知・意向確認等
９）介護のためのテレワーク導入（努力義務）

令和7年10月1日からの施行は以下となります
10）柔軟な働き方を実現するための措置

１）育児期の柔軟な働き方を実現するための措置義務
事業主は、3歳から小学校就学前の子を養育する労働者に対して、職場のニーズを把握

した上で、厚労省の掲げる5つの措置の中から2つ以上の措置を講じなければならない。

２）柔軟な働き方を実現するための措置の個別の周知・意向確認義務
3歳に満たない子を養育する労働者に対して、1）項に関する従業員への周知と制度利用

の意向の確認を、厚労省の定めに従い行わなければなりません。

11）仕事と育児の両立に関する個別の移行聴取・配慮
１）妊娠・出産等の申出時と子が3歳になる前の個別の意向聴取義務

事業主は、子や各家庭の事情に応じた仕事と育児の両立に関する見直し等、勤務時間帯

や勤務地、両立支援制度等の利用期間、労働条件の見直し等について、労働者の意向を
個別に聴取しなければなりません。

２）聴取した労働者の意向についての配慮義務
 事業主は、2-1により聴取した労働者の仕事と育児の両立に関する意向について、自社

の状況に応じて配慮しなければなりません。

詳細は⇒ URL: https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf

熱中症対策について

厚生労働省は、熱中症を生ずるおそれのある作業を行う労働者への、熱中症対策を義務
付ける労働安全衛生規則（省令）の改正を行い、令和７年６月１日より施行されました。
適正に行われなかった場合は罰則があり、６か月以下の懲役または５０万円以下の罰金と
なります。 当協会会員企業の産業医様より、熱中症対策に関する資料のご提供を頂きま
した。本通信に合わせて配布させて頂きますので、ぜひご活用くださいませ。

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf
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